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平成１５年の労働災害による死亡者数は過去最少の１，６２８人  

重大災害は２４９件発生し増加傾向  

 

－平成１５年における死亡災害・重大災害発生状況－  

 
１死亡者数の前年度対比  

  平成１５年の労働災害による死亡者数は１，６２８人で、これまでで最少であっ

た平成１４年（１，６５８人）と比較して、さらに３０人（前年比１．８％）減少

した。  

２死亡災害の業種別状況  

  平成１５年の労働災害による死亡者数を、業種別にみると、建設業が５４８人と

最も多く、次いで製造業２９３人、陸上貨物運送事業２４１人となっている。平成

１４年と比較すると、建設業が５９人減と大幅に減少した。一方で、製造業で１８

人、林業で１２人の増加となった。  

  増加の内訳を見ると、製造業では爆発による死亡者が３人から１７人に、林業で

は墜落・転落による死亡者が５人から１４人にそれぞれ増加している。  

３重大災害発生状況  

  また、平成１５年の重大災害（一時に３人以上の労働者が 業務上死傷又はり病

した災害事故）発生件数は、２４９件であり、平成１４年（２３１件）と比較して

１８件（前年比７．８％）増加した。このうち、交通事故を除いた件数でも１２９

件と、平成１４年（９３件）から３６件増加した。  

４厚生労働省の取り組み  

  厚生労働省においては、特に昨年夏以降頻発した爆発・火災による災害を含め、

 死亡災害・重大災害の一層の減少を図るため、大規模製造業の経営トップ等に対す

る安全管理の徹底指導等を内容とする緊急対策の実施、労働安全衛生マネジメント

システムの普及促進、屋外型産業を中心として多発している墜落災害の防止対策の

徹底等、労働災害防止対策の一層の推進を図ることとしている。 

 



 

 

平成１５年における死亡災害・重大災害発生状況の概要  

 

 

１ 労働災害による死亡者数の推移［図１、図２参照］  

  労働災害による死亡者数は、昭和３６年をピークとして長期的には減少してきており、平成１

５年に労働災害による死亡者数は１，６２８人であり、ピーク時の１／４を下回る程度となっ  

ている。  

  最近１０年の傾向をみると、全業種における減少幅は、建設業の減少幅によるところが大きく、

その結果、業種別の構成比を平成６年と平成１５年で比較すると、建設業は４０．９％が３３．

７％と７．２ポイント減少している。  

  労働災害による死亡者数は、６年連続で２，０００人を下回り、平成１５年は、これまでで最

少であった平成１４年（１，６５８人）と比較して３０人（前年比１．８％）減少した。  

 

２ 業種別発生状況［図２、表１、表２、表３参照］  

( 1 )  建設業における労働災害による死亡者数は５４８人で、平成１４年と比較して５９人（９．

７％）減少している。全産業に占める割合は３３．７％であり、依然として最も高いものの  

２．９ポイント下がった。  

( 2 )  製造業における死亡者数は２９３人で、平成１４年と比較して１８人（６．５％）増加し  

ている。全産業に占める割合は１８．０％であり、１．４ポイント上がった。  

( 3 )  陸上貨物運送事業における死亡者数は２４１人で、平成１４年と比較して７人（３．０％）

増加している。全産業に占める割合は１４．８％であり、０．７ポイント上がった。  

( 4 )  特に林業における死亡者数は６１人で、平成１４年と比較して１２人（２４．５％）増加  

している。  

 

３ 事故の型別発生状況［表２、表３参照］  

( 1 )  「交通事故（道路）」による死亡災害の占める割合は２９．６％（全産業合計の １，６  

２８人中４８２人）、高所からの「墜落・転落」による死亡災害の占める割合は２５．４％（全

産業合計の１，６２８人中４１３人）であり、この２つの災害で全体の５５％を占めている。  

( 2 )  建設業においては「墜落・転落」による死亡災害の占める割合が高く、４５．１％（建設  

業全体の５４８人中２４７人）となっている。  

( 3 )  陸上貨物運送事業においては、「道路上の交通事故」による死亡災害の占める割合が高く、

７０．１％（陸上貨物運送事業全体の２４１人中１６９人）となっている。  

( 4 )  特に製造業では爆発による死亡者が３人から１７人に、林業では墜落・転落による死亡者  

が５人から１４人に増加している。  

 



 

 

３ 重大災害発生状況［図３、表４、表５参照］  

   全産業における重大災害発生状況は２４９件であり、平成１４年（２３１件）と比較して１

８件（前年度比７．８％）増加している。また、交通事故を除いた件数でも１２９件と、平成

１４年（９３件）から３６件増加している。  

   業種別発生状況は、陸上貨物運送事業における重大災害は２２件であり、平成１４年（１  

１件）と比較して１１件（前年度比１００％）、  その他の事業における重大災害は８５件で  

あり、平成１４年（７４件）と比較して１１件（前年度比１４．９％）増加している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

図１　労働災害による死亡者数の推移
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図２　平成１５年　業種別死亡災害発生状況

製造業（２９３人）
18%

鉱業（１４人）
1%

建設業（５４８人）
33%

交通運輸業（３２人）
2%

陸上貨物運送事業（２４１人）
15%

港湾荷役業（１２人）
1%

林業（６１人）
4%

その他（４２７人）
26%

１,６２８人



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１　業種別死亡災害発生状況（平成６年～平成１５年）

１５年 構成比(%) １４年 構成比(%) １３年 構成比(%) １２年 構成比(%) １１年 構成比(%)

全産業 1,628 100.0 1,658 100.0 1,790 100.0 1,889 100.0 1,992 100.0

製造業 293 18.0 275 16.6 326 18.2 323 17.1 344 17.3

鉱業 14 0.9 17 1.0 24 1.3 26 1.4 24 1.2

建設業 548 33.7 607 36.6 644 36.0 731 38.7 794 39.9

交通運輸業 32 2.0 35 2.1 32 1.8 29 1.5 29 1.5

陸上貨物運送事業 241 14.8 234 14.1 241 13.5 271 14.3 270 13.6

港湾荷役業 12 0.7 15 0.9 18 1.0 11 0.6 10 0.5

林業 61 3.7 49 3.0 54 3.0 53 2.8 71 3.6

その他 427 26.2 426 25.7 451 25.2 445 23.6 450 22.6

１０年 構成比(%) ９年 構成比(%) ８年 構成比(%) ７年 構成比(%) ６年 構成比(%)

全産業 1,844 100.0 2,078 100.0 2,363 100.0 2,414 100.0 2,301 100.0

製造業 305 16.5 351 16.9 405 17.1 417 17.3 409 17.8

鉱業 29 1.6 40 1.9 32 1.4 45 1.9 27 1.2

建設業 725 39.3 848 40.8 1001 42.4 1,021 42.3 942 40.9

交通運輸業 47 2.5 38 1.8 36 1.5 47 1.9 47 2.0

陸上貨物運送事業 225 12.2 290 14.0 333 14.1 312 12.9 292 12.7

港湾荷役業 19 1.0 17 0.8 28 1.2 20 0.8 15 0.7

林業 69 3.7 56 2.7 80 3.4 74 3.1 83 3.6

その他 425 23.0 438 21.1 448 19.0 478 19.8 486 21.1

図３　重大災害発生件数の推移
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表２　　　業種、事故の型別死亡災害発生状況（平成15年）

（確定）
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全産業 413 37 15 79 104 74 229 11 2 27 20 24 14 21 0 22 482 10 0 39 5 1628

製造業 41 4 4 24 17 14 91 6 1 7 9 11 7 17 0 8 29 0 0 2 1 293

鉱業 2 0 0 0 3 0 3 0 0 1 0 0 0 1 0 3 1 0 0 0 0 14

建設業 247 13 3 26 59 23 58 1 1 9 9 7 4 0 0 7 70 2 0 9 0 548

交通運輸
事　　業

1 0 0 0 1 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 20 4 0 2 1 32

陸上貨物
運送事業

20 4 2 8 4 6 22 0 0 2 0 0 0 0 0 0 169 0 0 4 0 241

港湾荷役業 1 0 0 2 3 3 2 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12

林業 14 2 0 7 11 13 2 3 0 0 1 0 0 0 0 0 2 0 0 5 1 61

その他 87 14 6 12 6 14 49 1 0 7 1 6 3 3 0 4 191 4 0 17 2 427

表３　　　業種、事故の型別死亡災害発生状況（平成14年）
（確定）
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全産業 411 34 4 90 110 104 245 8 3 26 26 32 16 5 1 4 492 16 0 25 6 1658

製造業 43 4 0 21 11 24 103 2 1 3 5 15 3 3 1 3 30 1 0 2 0 275

鉱業 6 1 0 1 3 2 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 17

建設業 256 15 3 37 72 32 66 2 1 10 17 3 11 2 0 1 66 7 0 4 2 607

交通運輸
事　　業

1 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 1 0 0 0 26 1 0 4 0 35

陸上貨物
運送事業

15 2 0 13 6 5 18 0 0 2 0 1 0 0 0 0 169 0 0 2 1 234

港湾荷役業 3 0 0 1 1 2 2 0 0 5 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 15

林業 5 1 0 4 8 21 2 4 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 2 0 49

その他 82 11 1 13 9 18 49 0 1 6 3 13 1 0 0 0 198 7 0 11 3 426



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１５年（１月～12月) 平成１４年（１月～12月） 増　減　数

  業　　　種
件数(件) 件数(件) 件数(件)

全　　　産　　　業 249 231 18

製 造 業 38 45 -7

鉱 業 2 1 1

建 設 業 88 82 6

交 通 運 輸 業 9 16 -7

陸 上 貨 物 運 送 事 業 22 11 11

港 湾 荷 役 業 2 0 2

林 業 3 2 1

そ の 他 の 事 業 85 74 11

（注）　１　重大災害報告より作成したもの。
　　　　２　一時に３人以上の労働者が業務上死傷又はり病した災害事故について作成。
　　　　３　「－」は減少を示す。
　　　　４　被災者が属する業種が複数にまたがる場合には、主たる業種についてのみ計上している。

表４　平成１５年における重大災害発生状況

平成１５年（１月～12月) 平成１４年（１月～12月） 増　減　数

  業　　　種

全　　　産　　　業

製 造 業

鉱 業

建 設 業

交 通 運 輸 業

陸 上 貨 物 運 送 事 業

港 湾 荷 役 業

林 業

そ の 他 の 事 業

（注）　１　重大災害報告より作成したもの。

　　　　２　一時に３人以上の労働者が業務上死傷又はり病した災害事故について作成。

　　　　３　「－」は減少を示す。

　　　　４　被災者が属する業種が複数にまたがる場合には、主たる業種についてのみ計上している。
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表５　　平成１５年における重大災害発生状況（交通事故を除いたもの）
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（参考）  

 

大規模製造業における安全管理の強化に係る緊急対策要概要
 
 

１ 都道府県労働局幹部による経営トップに対する安全管理の徹底指導 

① 経営トップ等を対象とした集団指導 

② 繰り返し重大な災害を発生させるなど、安全管理に特に問題が認められる事業

場のトップ等に対する指導 

 

２ 安全管理に問題のある事業場に対する重点的な個別指導  

 ① 事業場のトップによる安全衛生方針の表明 

② 安全委員会の活性化 

③ 所属元の異なる労働者が混在している事業場における関係者相互の確実な連

絡調整の確保 

 ④ 安全管理者に対する選任時等の教育の充実 

 ⑤ 雇入れ時あるいは作業転換時などの労働者に対する安全教育の充実 

⑥ 職場の危険箇所の特定・評価及びそれに基づく対策の徹底 

⑦ 設備の適切な維持管理の確保  


